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図表 1 日仏瑞の出生率の推移と将来推計
総務省「世界の統計 2016」から筆者作成
1．少子化対策の財源確保のヒントを仏に探る
将来の労働力を再生産する少子化対策に成功したことで有名なのが、ス
ウェーデンとフランスである。両国に比べ、日本は出生率を大きく下げて
きた（図表 1）。
本稿は、スウェーデンよりも出生率が安定した高さを維持してきたフラ
ンスに焦点を当てる。高齢化率では日本は 1990 年代にフランスを追い抜
いている（図表 2）。
フランスは少子化対策の財源をどう確保したか
大 岡 頼 光
中京大学現代社会学部紀要 10-2 （2016） 123（ 123 ）
図表 2 日仏瑞の高齢化率の推移
内閣府『平成 28 年版高齢社会白書（全体版）』から筆者作成
図表 3 高齢者向け、子ども等家族向け社会保障費用の比較（2013）
国立社会保障・人口問題研究所（2015）「社会保障費用統計」
第 6 表 政策分野別社会支出の国際比較（構成割合）より筆者作成
2013 年を見ると、フランスは日本と同様に社会保障費用の約 5 割が高
齢者向けだが、子ども等家族向けに日本の倍近く支出している（図表 3）。
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図表 4 主要先進国の65歳以上人口割合の推移
（大塩 1996 : 116）
スウェーデンやフランスは早くから家族手当の充実が進んだが、その共
通点は、図表 4 のように 1900 年から高齢化率 8％ を超える高齢化社会に
なっていたことだった。また、両国は共に労働力不足を懸念していた（大
塩 1996 : 116）。両国の家族政策は 1930 年代に充実へと向かったが、そ
れは高齢化と若年労働力不足への対処だったと考えられる。
では、なぜフランスでは、高齢化にもかかわらず、少子化対策の充実が
可能だったのか。日本では少子高齢化で高齢者の投票パワーが大きくな
り、高齢者向けの政策が優先され、子ども・若者向けの政策の財源が不足
している。フランスでは、このようなシルバー民主主義を防ぐために、ど
のような工夫がなされてきたのか。
本稿は、それを明らかにすることで、日本で少子化対策の財源を確保す
るためのヒントを探ることにしたい。
2．パリでの科研費調査によるインタビュー
以上のような問題意識から、2016 年 8 月後半に、パリで科学研究費（基
盤研究（C））によるインタビュー調査を行った。
インタビューしたのは 4 人。パリ家族手当金庫所長ジャン・ルイ・オー
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リー1、全国家族手当金庫欧州国際関係協力部長ジル・コウノウスキ2、家
族高等評議会議長ベルトラン・フラゴナール3、家族・子ども・女性権利
省評議員フレデリク・ルプランス4 である。
家族手当金庫は各地域で主に家族手当を支給する組織で、その全国組織
が全国家族手当金庫である。家族高等評議会は、首相直属の組織で、政府
や労組、有識者らが家族政策を話し合う。その議長フラゴナールには、『社
会保護万歳！』の著書がある（Fragonard 2012）。ルプランスは、家族高
等評議会で 2016 年 3 月半ばまで働いていた。
3．フランスの指導者は出産奨励主義を公言
フラゴナールによれば、フランスの政治的指導者は、出産奨励主義者
（nataliste）だと常に公言してきた。日本では公言するリー ダーは少ないと筆
者が言うとたいへん驚き、なぜ日本では公言できないのかと逆に聞かれたほどで
ある。ドイツを意識した出産奨励対策だという話は、他の 2 人のインタ
ビュー対象者、コウノウスキとルプランスからも聞くことができた。
ドイツに対抗して出産を奨励する必要があるという考えは19 世紀末に遡ること
ができる。図表 5 のように、1871 年から 1901 年の 30 年間で、ドイツは約
1600 万（4099 万→5687 万）も人口を増加させたが、フランスの人口増は
約 280 万（3619 万→3898 万）に過ぎなかった（福島 2015 : 69）。
1 Jean - Louis HAURIE : Directeur général de la Caisse d’Allocations
Familiales（Caf）de Paris. 2016.8.16 にインタビュー。
2 Gilles KOUNOWSKI : Directeur des Relations Européennes, Internationales
et de la coopération de la Caisse Nationale d’Allocations Familiales（CNAF）.
2016.8.18 にインタビュー。
3 Bertrand FRAGONARD : Président du Haut Conseil de la Famille.
2016.8.25 にインタビュー。
4 Frédérique LEPRINCE : Conseillère auprès de la Ministre des familles, de
l’enfance et des droits des femmes. 2016.8.26 にインタビュー。
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図表 5 西欧諸国4か国の人口推移
（福島 2015 : 69）
図表 6 フランスの合計特殊出生率の推移（1901年～2008年）
（縄田 2009）
第一次世界大戦後のベビーブームもフランスではすぐに終わった。1934
年以降、世界不況の影響から脱したドイツは人口増に向かうのに対し、世
界不況の影響が遅れて来たフランスは低下する一方だった。1930 年代後
半は連続して出生数が死亡数を下回り、自然減が続けて起こった。異常事
態である（図表 6 参照）。1930 年代はナチス・ドイツの再軍備の時期であ
り、人口問題へのフランスの危機感は非常に強まった。こうして、フラン
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図表 7 フランスの家族政策を支える財源
（内閣府 2010）
スは早急の改善策の必要に迫られ、特に 1930 年代後半に出生率上昇を目
的とする家族政策が推進された（福島 2015 : 72-7）。
1939 年の「家族法典」によって、被用者だけでなく自由業者や経営者
自身も、自分自身のために家族手当補償金庫に加入することが定められ
た。こうして、フランスの家族手当は、それまでの被用者対象の雇用関連
システムから、全国民を対象とする普遍主義的なものへと大きく飛躍した
（大塩 1996 : 189-91）。
フラゴナールがインタビューで強調したのは、フランスの家族政策はこ
の出産奨励主義を、今に至るまで一貫して取ってきたということであっ
た。
4．社会保障拠出金を雇用者が負担する理由
内閣府（2010）によれば、フランスの家族政策の大部分を担う全国家族
手当金庫の事業は、①事業主が負担する、賃金の 5.4％ 分に相当する社会
保障拠出金と、②ほとんどすべての個人所得を課税対象とした一般社会拠
出金（家族手当分 1.1％）により、その財源の大部分が賄われている。
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つまり、家族政策の財源の約 6 割を事業主が負担している。なぜ、これ
ほど多くの負担を事業主は受け入れてきたのだろうか。以下では、まず家
族手当の事業主負担についての歴史を振り返ってみよう。
また、稼働所得・資産所得その他すべての収入に賦課される社会保障目
的税である一般社会拠出金（CSG : contribution sociale généralisée）は 1991
年に創設された。CSG が引き上げられると同時に被保険者（とりわけ被
用者）の負担する保険料が引き下げられる改革が複数回にわたり行われた
（柴田 2012）。CSG については 6.2 や 7.で後述する。
4.1 20世紀初頭に雇用者が負担した理由
パリ家族手当金庫のオーリー所長によれば、家族手当ができあがってき
た 20 世紀初めには、失業がなく完全雇用状態の時期があった。雇用主は、
子どものある労働者の忠誠心を高め、労働者を引き留めるために、家族手
当を出した。組合 CGT は、同一労働同一賃金を主張して、家族手当に反
対していたという5。
19 世紀後半から導入された家族手当は、20 世紀に入り使用者のみの拠
出による補償金庫が支給するようになり、急速に普及した。この方法だと、
子どもの多い労働者は単身労働者に比べて少ないため、インフレに対応し
て全労働者の賃金を上げるよりも、使用者の負担が少なくて済んだ。また、
ストライキを切り崩す手段ともなったため、使用者には魅力的で、補償金
庫の数は増大していった（千田 2011 : 247）。
たとえば、パリ地域補償金庫では、傷病や家族の不幸などで休んでも手
当は満額支給されるが、それ以外は手当が減額されるため、ストライキや
組合活動への抑止力となった。つまり、労働者を管理して労働組合を切り
崩したいと考え、その対策として家族手当による給付を行う面もあったのである
（千田 2010 : 192 ; Dutton 2002 : 29-30 ; Pedersen 1995 : 237）。
5 Jean-Louis HAURIE へのインタビュー（2016.8.16）
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第一次世界大戦中、家族手当は労働力確保のために支払われるように
なった。家族手当を支払う慣行は、1918 年にエミール・ロマネが設立し
た家族手当補償金庫（caisse de compensation des allocations familiales）
によって、飛躍的に普及する。
この補償金庫は、複数の使用者が各企業の支払賃金や労働者数に応じて
算出される金額を拠出して設立された。補償金庫を複数の使用者で行う
と、個人経営者で担っていた子どもの負担を集合的に管理運営できるよう
になる。そのため、複数の使用者がまとまって家族手当を支給するように
なっていった。こうして、各企業独自に家族手当を支払うよりも、企業の
負担は均等化されることになった。補償金庫は企業間競争の緩和・企業負
担の平準化を可能とし、年ごとに金庫数・加入企業数は増加していった（千
田 2010 : 190 ; 2011 : 247 ; Dutton 2002 : 21-22； 加藤 1984 : 159）。
だが、補償金庫の増加傾向は、1928 年以降頭打ちになった。これは、
使用者の自発的な努力に基づく家族手当を支払う慣行がもはや限界に達し
たことを示す。そこで、各企業の負担を立法により平準化すること、すべ
ての使用者に家族手当の支払を課することで、家族手当の受給対象者を拡
大しようとした。
このような事情を背景として、「家族手当に関する 1932 年 3 月 11 日の
法律」（1932 年法）は、商工業、農業及び自由業において、年令・性別を
問わず、労働者を常時雇用する使用者に対して、補償金庫への加入を義務
づけた。
1932 年法では、家族手当の財源すなわち拠出金（cotisation）を負担す
るのは、使用者のみとされた（加藤 1984）。
4.2 1932年法への使用者の反対
1932 年法で家族手当の財源負担は使用者だけとされたことには、使用
者側からの反対があった。1932 年法は下院では細部の修正のみで 1930 年
3 月に可決されたが、1932 年 1 月 21 日の上院審議では、雇用主側の立場
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から R・ファルジョンが反対意見を出した。彼は企業経営一家の出身であ
る。
その主張は、すでに雇用主は社会保険の拠出金として賃金の 4％ を拠出
しているのに、この法案が通れば、さらに家族手当拠出金 2.7％ が追加さ
れ、雇用主には負担増になる。それは労働者全体の賃金減額や解雇につな
がり、失業者が増加し、最終的には経済危機を引き起こす危険がある、と
いうものであった。
反対意見に対し、法案の議会報告者は、「世界恐慌のため賃金が低下し
つつあり、２~３人の子をもつ家族は独身労働者より貧窮に苦しんでお
り、それを救うべきだ」と主張し、「金庫に加入している企業で解雇が増
えているわけではない」と反論した。
この上院審議において反対したのはファルジョンのみであり、下院が採
択した法案が修正されることなく即日可決された。
上院審議から予想されるが、1932 年法の適用上の最大の問題点は、義
務とされた全雇用主の金庫加入がなかなか進まなかった点である。雇用主
の抵抗が、特に、拠出金の負担を重く感じる小規模製造業者や小売業者の
間で多く見られた。具体的には、金庫に登録しない、いったん金庫に加入
した後に集団で脱退する等である。1936 年初めでも、雇用主の 4 分の 3
がどの金庫にも未登録で、家族手当受給権者は労働者の約 20％ にすぎな
かった。また、雇用主が家族手当支給を口実に、賃金を引き下げることも
あった（福島 2015 : 150-2； 大塩 1996 : 188； 宮本 1995 : 181-2）。
4.3 家族手当の財源増についての議論
このような反対がありながらも、図表 8 のように、家族手当に支払われ
た手当総額は、1935 年の 780 百万フランから、1943 年には 8,726 百万フ
ランに増えた（大塩 1996 : 190-1）。
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図表8 家族手当の推移
（大塩 1996 : 191）
図表 8 を見ると二つの疑問がわく。（1）たったの 8 年間（1935~1943）
で 10 倍以上増（780 百万フラン→8,726 百万フラン）の家族手当の財源を
一体どうやって賄ったのか、（2）特に、1940~1942 年で 2,832 百万フラン
→7,372 百万フランと急増している。この間に、何があったのか、という
疑問である。
この疑問に答えるには、1920～30 年代のフランスの家族政策形成の動
きを追う必要がある。『フランスにおける家族政策の起源と発展』を 2015
年に出版した福島都茂子によれば、1920~30 年代のフランスの家族政策形
成に非常に大きな影響を及ぼした団体は、「フランス人口増加国民連盟」
（国民連盟）であった。会員は、政治家や医師、弁護士、高級官僚などの
エリート層が多かった。1896 年設立当初の会員は 128 名だったが、1920
年には 2 万名に達した。ミシュランの社長や、政治家のポワンカレなど首
相クラスの人物が多く加入し、家族政策を推進する政治家も多数加入し
た。
その中心メンバーだった F・ボヴラは、出生率上級評議会（1920～）の
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副委員長、人口高等委員会（1939～）に参加し、家族政策に影響を与えた。
国民連盟の会長（在 1937~1940）もボヴラはつとめた。統計局の官僚とボ
ヴラが 1937 年に出版した『フランスの人口』は約 20 年間、人口学の重要
な入門書になった（福島 2015 : 83-4, 129-30, 172-4）。
ボヴラは、家族手当の財源は何とかなると 1936 年に書いた。家族手当
を充実させるとコストは約 9,600 百万フランとなり、国庫と補償金庫から
の現在の給付コストより 7,500 百万フラン増える。これは巨大な額に見え
るとボヴラは認めたが、国内総所得は 180,000 百万フランあり、その半分
は賃金として支払われているので、不可能では全くない、と論じた
（Pedersen 1995 : 380）。
ちょうどこの頃、12,000 件にものぼる全国的なストライキを中心とする
労働運動を背景として，戦間期における労働運動の成果で最重要の一つで
あるマティニヨン協定が 1936 年 6 月 7 日に調印された。その内容は，①
7％ から 15％ の賃金引上げ，②組合活動の自由化，などであった。注目
すべきは，マティニヨン協定のなかで家族手当の引き上げに関する取り決
めは一切されなかったことである（宮本 1995 : 184）。マティニヨン協定
が家族のニーズを考慮しなかった点は、国会の上院で批難された。産業界
と出産奨励主義者は、これ以上の賃上げに激しく反対し、家族手当を十分
上げるべきだという点で 1936 年内に合意した（Pedersen 1995 : 380）。
4.4 1939年「家族法典」家族手当のユニバーサル化──農業界の問題
1939 年の「家族法典」で、被用者だけでなく自由業者や経営者自身も、
自分自身のために家族手当補償金庫に加入することが定められた。こうし
てフランスの家族手当は、被用者対象の雇用関連システムから、全国民を
対象とするユニバーサルなものへと大きく飛躍した。4.3 でみた図表 8 の
ように、支払われた手当総額は、1935 年の 780 百万フランから、1943 年
には 8,726 百万フランに増えた（大塩 1996 : 190-1）。
家族手当が急激に増えたのは、農業者がまだ多かった当時のフランス
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で、家族手当を農業者へも拡大したのが一因である。農業者への拡大に、
産業界の雇用主から自分たちの負担が増えるという反対はなかったのだろ
うか。以下では、その視点から歴史を振り返ってみよう。
宮本（1995）によれば、1932 年「家族手当法」は、農業界の高出生率
を理由として、その対象から農業労働者を除外した。農業界への家族手当
制度の拡大は将来の課題として残された。それを受けて制定された 1936
年 8 月 5 日のデクレ（命令）6 は、対象を前年に 75 日以上雇用された農業
労働者に限定したため、全農業労働者の家族の負担を充分に補えなかっ
た。さらに、農業労働者と同様の生活状態にあった農業経営者はそのデク
レに抵抗し、自分たちにも家族手当制度を拡大するよう要求したので、事
態は複雑になった。
農業界の家族手当制度で特に問題とされたのは、その財政である。もち
ろん商工業界の家族手当制度についてもあてはまることだが、しかし農業
界では家族の負担が大きいため、その財政問題も深刻にならざるを得な
かった。
1938 年 2 月に上院で、フランソワ＝サン＝モールは 3 部門からの資金
調達を主張した。すなわち、農業界の家族手当の財源として、①土地税、
②物品税、③農業経営者の拠出金（cotisations）の 3 つを取り上げた。
これに対し、家族手当の一般的財政調整（surcompensation générale des
allocations familiales）の主張もあった。商工業界へ労働力を供給してい
る農業界の高出生率やその人口的役割を考慮し、前者は後者にその借りを
家族手当の財政調整によって返すべきだというものである。
財源に関するこれら 2 つの主張を考慮に入れつつ、農業界の家族手当制
度を改革する 2 つのデクレ・ロワ（議会からの委任に基づき、目的と期間
6 フランス法においてデクレ（décret）とは、命令制定権（pouvoir réglementaire）
を行使する大統領または首相による、一般的または個別的効力を有する執行行為で
ある。デクレは法律（loi）の下位にあり、必ずこれに適合せねばならない。1848
年憲法の公布後、第三共和政の終わりまでは、国家元首のみがデクレを発すること
ができた。
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を限定して政府が行う委任法）7 が 1938 年に制定された。
一つは、1938 年 3 月 31 日のデクレ・ロワである。これによって、小農
経営者（1 年に 75 日以下しか農業労働者を使用しないもの）、及びその他
の附属団体が全て、その使用する農業労働者のために、補償金庫に加入し
なければならないものとされ、家族手当制の農業労働者への適用が完成さ
れるに至った。
もう 1 つは、1938 年 6 月 14 日のデクレ・ロワである。これによって 2
人以上の子供を扶養している農業経営者と自作農が、家族手当を享受する
こととなった。
これらのデクレ・ロワによって、農業界の家族手当制度は労使双方に適
用されるようになった（宮本 1995 : 186-7）。
農業界の家族手当の財源について、どのような議論がなされたのか、産
業界の雇用主から自分たちの負担が増えるという反対はなかったのか、本
稿では明らかにできなかった。ただ、いずれにせよ、結局は国の財政支援
を増やすことになったのは確かである。
ル・クロムらによれば、「家族法典」は、農業界では、家族手当補償金
庫の出費の 3 分の 2 にあたる財政支援を国が行うことを予定していた。国
家の財政支援は、1940 年予算では 600 百万フラン、1941 年 6 月 28 日法で
は 1,850 百万フランが示され、1942 年は 1,400 百万フランになり、1943 年
には 657 百万フランの補正予算が組まれた。
国の直接の支援の際には、農業連帯基金（Fonds de solidarité agricole）
による払い込みが必要とされた。農業連帯基金は、1942 年 2 月 28 日法に
より、一定の農作物に課税するために作られた組織である。全体としての
負担の分担は、1943 年には、農業連帯基金 40％、国の直接支援 30％、個
7 法律の授権に基づき、通常は国会の権限に属する領域において制定される政府の
デクレ（政令）をいう。法律と同等の効力をもち、現行の法律を改正することがで
きる。第三および第四共和制期には、多くのデクレ・ロワによって、政府は必要な
改革を迅速に実施することができた（大橋 2013）。
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人の拠出金 30％ とされた（Le Crom et Hesse 2000 : 10）。1945 年の農
業界の家族手当は年間約 8,000 百万フランで、2,700 が国庫からの直接支
援、3,600 が農作物への課税、1,700 が補償金庫への農業界雇用者の拠出金
であった（Dutton 2002 : 201-2）。
5．ドイツ占領と戦後
5.1 ドイツ占領下の厳しい財政とヴィシー国債
4.3 で家族手当の財源はどうやって賄ったのか、（2）特に、1940~1942
年で支払われた手当総額が、2,832 百万フランから 7,372 百万フランへと
急増した間に、何があったのか、という疑問を書いた。
この疑問は、当時のフランスが途中でドイツに占領されたことを考えれ
ば、さらに深まる。
富田（2006）によれば、ドイツ軍は 1940 年 5 月に西部戦線への総攻撃
を開始し、6 月にパリに入城した。フランスの国土は、1940 年 6 月にドイ
ツとイタリアとの間で締結された休戦協定によって、対イギリス戦争を遂
行するためにドイツ陸軍の管理下に置かれた北部の被占領地域と、南部の
非占領地域の二つに分割された。前者はパリに本拠を置き、後者は温泉都
市ヴィシーに首府を置いた。非占領地域は自由地帯と呼ばれ、休戦協定で
はフランスは主権を無制限に行使できることとされたが、実際にはドイツ
軍の監視下に置かれた。
ドイツは、占領経費の負担をフランスに求めた。1942 年にフランスが
ドイツに支払った占領費と賠償金は 1,690 億フランに達し、同年の国家予
算 1,420 億フランを上回っていた。
このような状況下で、ヴィシー国債が、60 年満期の 3％ 利付国債とし
て、1942 年 2 月に 96 億 8400 万フラン発行された。発行目的などの詳細
は不明であるという（富田 2006 : 461-3）。
ドイツに占領され、その占領経費を負担させられるという厳しい財政の
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渦中であった 1942 年に、ヴィシー政府は家族手当の支払総額を 7,372 百
万フランへと急増させた（図表 8）。9,684 百万フランのヴィシー国債の発
行がなければ、この急増はおそらく不可能だっただろう。このような厳し
い財政状況の下で巨額の国債を発行してでも、家族手当を急増させなけれ
ばならないというヴィシー政府の意志には、強い印象を受ける。
筆者がインタビューした全国家族手当金庫のコウノウスキも、「ドゴー
ルはヴィシー政府のペタン時代を暗黒時代として抹消しようとしたが、家
族政策では決してそうではない。一貫した継続性がフランスの家族政策に
はある」ということを強調していた8。
以上の点を踏まえると、福島（2015）がヴィシー時代と戦後の「連続性」
を緻密に描き出した点は、高く評価できるだろう。
5.2 1946年に家族給付は一般化
江口（2009）によれば、1946 年に家族給付は一般化された。1946 年 8
月 22 日の法律によって、家族手当の受給権者の範囲が全国民に拡大され、
ほとんどのすべての国民が家族手当を受給できるようになった。これに
よって、家族手当は、労働者のための給付から子どもを持つすべての者に
対する給付へとその性格を変えることになる。ただし、非就労者の場合に
は、職業活動に従事できないことを証明しなければ受給できないとされ、
この限りで、家族手当と労働との関連性は完全には切断されなかった。
なお、この適用拡大の背景には、出産奨励とは別の意味での人口問題へ
の配慮があった。すなわち、社会給付は賦課方式で成り立っており、これ
を支えるのは就業者なので、社会給付の水準も、結局は就業者と非就業者
の比率にかかってくることになる。そうである以上、家族給付の受給権者
を被用者に限定する理由はなく、全国民に適用を拡大すべきことになった
という（江口 2009 : 138-9）。
8 Gilles KOUNOWSKI へのインタビュー（2016.8.18）
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この記述を読むと次の疑問が浮かんだ。このときに全て雇用主負担に
なったのだろうか。そうだとすると、今まで国庫負担で農業者への家族給
付を出していたので、負担が国家から雇用主に移ったことになる。雇用主
は負担増を納得したのだろうか、という疑問である。
しかし、調べてみると、雇用主が負担しているわけではないことがわかっ
た。
自営業者の家族給付については、受給者には使用者がいないので、受給
者自身が財源を確保する。保険料はその収入に基づいて決まり、収入の大
きさに応じて保険料率が異なる（Dupeyroux 1978：訳 138-9）。
農業被用者と自営農民については、家族給付について、全国家族手当金
庫（CNAF）ではなく、農業福祉共済組合（mutualité sociale agricole,MSA）
が管轄する点は異なるが、被用者に限られず、普遍的に家族給付は適用さ
れる。したがって、自営業者も、要件を満たせば、育児休業中の所得保障
となる育児親手当（就業自由選択補足手当）を、被用者と同じように受給
することができる（内閣府経済社会総合研究所 2005 : 60）。
5.3 1950年代60年代──右派政権の時代
1939 年に制定された家族法典での給付の体系は、出産によって所得を
失う主婦への専業主婦母親手当の創設など、特に専業主婦のいる多子家庭
（3 人以上の子どものいる家庭）を支援することで出生率の回復を図ろう
とするものであった。専業主婦母親手当は、1941 年には、被用者として
の稼ぎ手が一人である世帯に対する単一賃金手当となり、大幅に増額され
た（福島 2015 : 219-20）。家族手当と単一賃金手当とは 1950 年代まで家
族政策の柱となり、母親の就労率の低下も見られた。1961 年には家族手
当金庫からの給付額中、家族手当が 58.3％、単一賃金手当が 28.1％ を占
めた（柳沢 2007）。
1950 年以降の 20 年間は、場当たり的改正と家族給付の後退の時代で
あった。家族給付の種類はほとんど変わらず、大きな制度改正は行われな
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かった。しかし、保険料率や給付水準は、選挙目当ての政治家や官僚の都
合によって場当たり的にたびたび改正され、家族の利益は置き去りにされ
たままとなった。
たとえば、単一賃金手当は、1955 年の改正によって手当額の引上げ幅
が賃金上昇と切り離され、1962 年以降は実質的に引上げがないのと同じ
水準に据え置かれた。これは、政策の優先順位として、戦前は専業主婦へ
の配慮が優先されたのに対し、解放後は働く女性への配慮が優先されるよ
うになったことの現れでもあった。（江口 2009）。
6. 1970年代に家族手当の就労条件を外した理由
フランスでは、1970 年代に、働いていない親でも、家族手当がもらえ
るようになった。
家族給付制度の財源はその歴史的沿革から、自営業者の場合を除き、使
用者のみが負担していた。しかし、1975 年 7 月 4 日の法律が、何らかの
職業に従事していることを支給の要件とすることを廃し、78 年 1 月 1 日
から、国籍を問わず、居住要件のみで家族手当などを支給することとした
（加藤 2000 : 59-60）。家族手当は一般化（généralisation）され、働くこ
とを条件としなくなったのである。子育ての負担があることと、フランス
に居住していることだけが条件となった。家族手当制度の社会的職業的起
源からの鋭い切断である（Dupeyroux, Borgetto et Lafore 2015 : 694-5；
縄田 2009）。
1970 年代の政府の新しい社会保障政策を具体化した重要な立法の一つ
として 1974 年予算法を定めた 1973 年 12 月 27 日の法律がある。この立法
は、1978 年 1 月 1 日までに既存の社会保障制度を土台としてすべてのフ
ランス人に、疾病保険、老齢保険、家族給付の 3 部門で最低限を保障する
制度をつくりあげることを規定した。つまりこの立法は最低限の保障とい
う形ではあるが、社会保障をすべての国民に拡大適用させ、社会保障の一
般化を実現させようとするものである。この措置は 1945 年以後のフラン
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ス社会保障の歴史に画期的な意義をもつものといえると、フランス社会保
障研究の上村政彦はいう。
1974 年大統領に就任したジスカール・デスタンは、社会保障に関する
政策ではポンピド一時代の政策を受けつぎ、むしろそれを強化せざるを得
ない政治的状況に置かれていた。というのは、不況とインフレのための闘
いが重要な政策課題として引き続きあるという経済的、社会的背景に加
え、大統領選挙で社共連合の攻勢をやっとのことで押えて成立したジス
カール・デスタン政府としては、低所得層あるいは勤労大衆の意思を汲ん
だいくらか左よりの政策を示さなければならないという政治的立場に立た
されていたからである（上村 1976）。
家族手当制度の選別主義の論理からは対処の難しい、さまざまな社会的
問題に、最低所得を上げることで対処しようとした。その中で、1976 年 7
月 9 日法で「ひとり親手当」（allocation de parent isolé : API）が創設さ
れた（Dupeyroux, Borgetto et Lafore 2015 : 694-5）。「ひとり親手当」は、
1 人以上の子どもを扶養している単身の親に対し最低所得を保障するもの
である。この「ひとり親手当」は、最低所得保障をその目的としており、
したがって、家族給付としてだけでなく社会給付としての性格も有してい
る。さらに、この手当も、職業活動との関連性を要件としておらず、賃金
の上乗せとしての性格をまったく有していない（江口 2009）。
6.1 フランスの失業率、スウェーデンとの比較
なぜ仏は 1970 年代に家族手当の就労条件を外したのか。1970 年代の失
業率の高まりのため、「働いて初めて家族手当がもらえる」という従来の
考え方では、働けない親に家族手当を支給できないという問題が出てきた
からである（Dupeyroux, Borgetto et Lafore 2015 : 694-5）。1970 年代
のフランスの失業率は、それほど高かったのだろうか。児童手当が親の就
労を問わず、すべての子どもに 1948 年から支給されてきたスウェーデン
（都村 1999 : 182-3）の失業率と比べてみよう。
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図表 9 男性失業率の仏瑞比較（1962~2002）
U.S. Department of Labor（2005）より筆者作成
図表 10 女性失業率の仏瑞比較（1962~2002）
U.S. Department of Labor（2005）より筆者作成
図表 9、10 をみると、1970 年代から急激にフランスの失業率が高くなっ
ていったことが分かる。このような状況に対処するために、家族手当の就
業要件を外すことに踏み切ったのだろう。ただ、よく見ると、少なくとも
1974 年までは、それほど失業率が高まっていない。なぜ就業要件を外す
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決定を 1975 年 7 月にしたのか、その論理は何だったのかという疑問を、
その後の 80~90 年代の失業率の高まりを知るわれわれは持つ。更なる検
討が必要だが、おそらく 1973 年 10 月に始まったオイルショックの影響が
大きかったと推測される。
一方で、1970 年代の終わりまで続いた高い賃金上昇が、賃金をベース
とする社会保険料収入の増大に貢献した。1970 年代を通じて、社会保険
料負担は GDP 比で 10 ポイント近く上昇したが、これは、同期間の社会
保険料率の引き上げだけでなく、賃金上昇率が経済成長率を上回って上昇
し、それに伴って社会保険料ベースが拡大したことも要因となった（小西・
嶋田 2014 : 239）。
6.2 財源にも影響──80年代のCSGの議論へ
加藤（2000）によれば、家族給付制度の財源はその歴史的沿革から、自
営業者の場合を除き、使用者のみが負担していた。しかし、1975 年 7 月 4
日の法律が、職業従事を支給要件とすることをやめ、78 年 1 月 1 日から
国籍を問わず、居住要件のみで家族手当などを支給することとしたのは、
6．の最初でも述べた。この就業要件の撤廃は、理論的に家族給付制度の性
格に変更を迫り、財源構造にも影響を及ぼすものであった。
78 年以前には、家族給付制度の基本的目的は、扶養児童の増加に比例
して可処分所得が減少することに対する所得保障、すなわち賃金や職業収
入を補完するものとして機能していた。しかし、居住要件のみで家族給付
を支給する以上、家族給付制度の目的は、フランスに居住し、児童を扶養
する者すべてに対して、普遍的に所得保障を行うことに変化したというこ
とができる。
このような所得保障の普遍化に伴い、労使関係の存在を基礎として、使
用者にのみ財源の負担を求めることは理論的に妥当しなくなる。支給対象
者の普遍化は同時に、財源負担の普遍化を求めるからである。ここに、CSG
を負担する根拠が求められる。この議論は、就業要件の撤廃により家族給
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付制度の性格が変化したことを前提としている。単なる財政逼迫を理由に
新たな財源を求めることとは一線を画している。制度目的の変化ないしは
支給対象者の普遍化から、財源のあり方が議論された点で注目される9。
このような手法の議論は、CSG の大幅な引き上げを実現した 98 年社会
保障財政法の審議でも行われた。そこでは、特に医療保険部門における財
政均衡の実現が打ち出されるとともに、フランスに居住するすべての人を
対象とする普遍的な医療保障制度を構築する必要性が強調され、その結果
として、CSG の賦課率を 4.1％ 引き上げ 7.5％ とした（加藤 2000 : 59-
60）。
6.3 1980年代の児童・家族関係社会支出の倍増
1970 年代には出生数が大きく落ち込み（図表 6 参照）、人口問題は再び
大きな政策課題となった。柳沢（2007）によれば、1981 年 5 月に誕生し
た社会党政権は、社会的不平等の是正を掲げ、家族への給付の増額、家族・
子供に対する支援としての保育所増設、女性の権利の保障を公約した。1983
年には男女職業平等法が制定され、また、家族手当金庫による保育所設置
運営支援制度「保育所契約 Contrat Creeche」も創設された。ただし、現
実には、高失業、財政逼迫の中で保育所の増設は公約のようには進まなかっ
たという（柳沢 2007）。
9 社会保障財源へ CSG という税をなぜ投入すべきかについて、より詳しくは柴田
（2012）を見よ。
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図表 11 フランスの家族関係社会支出と合計特殊出生率の推移
（姉崎ほか 2011）
図表 12 フランスの出生率の推移と家族政策
（内閣府 2007）
ただ、図表 11 でフランスの家族関係社会支出の推移をみると、1985
年から 1990 年までの間で、現金給付は減少しているが、現物給付は約 2.9
倍に大幅に増加している。その後、1990 年代半ばから出生率は大きく回
復した（姉崎ほか 2011）。
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図表 12 のように、1980 年代までにフランスでは、所得税における N 分
N 乗方式の拡充や、乳児手当10、養育手当11 の直接支援を実施してきた。1990
年には、認定保育ママ12 雇用に対する援助が創設され、さらに 2003 年に
は、乳幼児迎え入れ手当制度13 の創設により、認定保育ママ雇用援助と養
育手当等を再編し、育児と就労に関して幅広い選択ができる環境整備を進
めた（姉崎ほか 2011）。つまり、1980 年代に様々な少子化対策が行われた
のである。1980 年代のフランスの財政状況はどうだったのだろうか。
1980 年代は非常に厳しい財政状況であった。社会党政権は当初、家族
手当の大幅な引上げを行ったが、産業の国有化や労働時間短縮などの経済
政策に起因する国際収支の急激な悪化とインフレの進行によって、緊縮財
政へと 180 度の政策転換を余儀なくされた（江口 2009）。緊縮政策にか
じを切ったため、公共事業費は対国内総生産（GDP）比の（ピーク時の 1965
年の 4％ 超から）約 3％ に 1980 年代前半には低下した（小西・嶋田
2014）。フランス少子化対策に詳しい江口隆裕によれば、1982 年 7 月には
家族給付抑制策も打ち出した。フランスの GDP に占める社会給付の割合
が、1949 年の 12％ から 89 年には 23％ に達しているのに、家族給付の割
合は 3.6％ から 2.3％ に減少したという（江口 2009）。
しかし、図表 11 から、現金給付と現物給付の合計額を読み取ると、全
体としての家族関係社会支出を 1980 年から 1990 年にかけて 2 倍以上に増
やしたことがわかる。社会党政権は、緊縮財政の中で、一部で家族給付抑
制策を打ち出し現金給付を減らしながらも、全体としては児童・家族関係
10 ３歳未満児のいる家庭に支給。所得制限あり。
11 ３歳未満児を含め 3 人以上の子をもち、育児のために就労を休業・制限してい
る者に支給。
12 保育者の自宅等で保育サービスを提供する者のうち、一定の要件を備えた者につ
いて県議会議長が認定。
13 ３歳未満（第１子は６か月）の子どもを養育するために就労を休業・制限してい
る場合には賃金補助が支給され、認定保育ママを雇用して子供を預けて就労する場
合には保育費補助が支給される。このほか、基礎手当（子が３歳まで）が支給され
る。これらの手当は、全国家族手当金庫から支給される。
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社会支出を増やしたのである。5.1 でみたドイツ占領中のヴィシー政権と
同じく、社会党政権にも少子化対策への一貫した強い意志をみることがで
きるだろう。
このような中で、当時の厳しい財政状況下で社会保障財源を確保するた
めだけでなく、企業の国際競争力の強化も狙いとして、新税の導入が検討
されるにいたった（江口 2009）。
小西（2013）によれば、フランスの社会保障財源の多くが労使折半の社
会保障拠出金で賄われていただけでなく、この労使折半の社会保障拠出金
の 7 割は雇用主によって負担されており、その水準は、他の欧州諸国と比
較しても高かった。フランスの高い雇用主負担は一人当たりの雇用コスト
を引き上げる可能性がある。1980 年代以降、10％ 前後の慢性的な高失業
率に悩まされていたフランス（図表 9, 10 参照）にとって、雇用コストを
引き下げることが急務であった。
このような背景の中で、1983 年の「第 9 次計画」で CSG が政策決定の
場に初めて登場し、導入される 1991 年まで約 7 年の時聞を要した（小西
2013）。1980 年代は CSG を導入する準備期間だったといえる。
1991 年の CSG（料率 1.1％）導入の見返りに、使用者が全額負担してい
る家族手当の保険料率は 7％ から 5.4％ に引き下げられた（江口 2009）。
7．増税を可能にする条件――税の「論理」を徹底して議論
柴田（2012）によれば、CSG が、準備のための議論の中で多様な理由
を反映することで、政策決定に影響力をもつ労使双方および政党各派のコ
ンセンサスを得ることにつながっていったというフランスの知恵を看過す
べきではない。すなわち、①右派および使用者は CSG が個人所得にかか
るものであり、新たな企業負担となるものではない点で（経済的理由）、
②左派は稼働所得以外の所得をも課税対象に含むことで社会保障負担を通
じた所得の再分配が行われる点で（社会的公正）、そして、③労働組合は
それまで労使が負担してきた稼働所得との関連をもたない社会保障財源
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（不当な負担）を、CSG が引き受けるものとされた点で（財源の整合性）、
それぞれ CSG を好意的に評価したことが導入につながった（柴田
2012）。
また、小西（2013）によれば、CSG が一般比例所得税という形をとっ
たことは、以下のように説明される。低すぎる直間比率の是正や付加価値
税に比べて負担の公平性が高いことが根拠に挙げられるが、最大の理由は
CSG が社会保障拠出金の代替財源であるということであった。社会保障
拠出金では、賃金所得に対してのみ一律の保険料率が課される。一般比例
所得税は賃金所得だけでなく資産性所得も含めたより多様な所得に課税す
るため、普遍的な社会保障制度に適した財源であった。
日本では 1990 年代半ばの細川政権が、大型社会保障目的税である「国
民福祉税」を創設する提案をしたが、導入には失敗した。当時 3％ であっ
た消費税率を 7％ に引き上げ、その引き上げ分を厚生年金特別会計に充て
るというものである。日本の「国民福祉税」とフランスの CSG の導入過
程およびその性質を比較してみると、以下のような違いがある。
一つは、新税を創設するための段取りである。CSG を導入する根拠は
明確で、その根拠が CSG の導入を進める首相府や社会保障省によって他
の省庁に繰り返し説明されてきた。これは、CSG 導入の正当性が行政・
政治レベルで共有されるためには重要なステップだった。CSG の導入に
は、政策決定の場に初めて CSG が登場した 1983 年の「第 9 次計画」から
導入される 1991 年まで約 7 年の時聞を要した。議論が始まったばかりの
頃は、CSG のアイデイアそのものや税率等について対立はあったものの、
関係省庁（とりわけ社会保障省と大蔵省）および与党内で徐々に合意が形
成されていった。
もう一つは、「国民福祉税」の性質の問題である。提案した当時、なぜ
景気対策のために所得税が引き下げられ、年金財源のために消費税が引き
上げられるのかという改革全体の論理が明確でなかった。「国民福祉税」構
想は、こうした点が論じられることのないまま世に送り出された。一方の
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CSG の導入過程では改革の根拠や論点が政策当局によって示され、様々
なレベルで議論されて政策が形成された。
税制や社会保障制度には、その社会の歴史が刻みこまれている。これら
の諸制度を観察し、変える必要があるならば、その理由を論理的に説明し
て議論を重ねる。1990 年代にフランスが CSG を導入し、その増税に成功
したことの鍵は、政策アクターがこの難しくて時間のかかる作業に丹念に
取り組んだことにある（小西 2013）。新税を導入し、増税をする際には、
その税がもつ「論理」を関係者で徹底して議論することが重要であること
がわかる14。
8．スウェーデン・仏での家族政策の「論理」の違い
新税の導入や増税時には、その税の「論理」の徹底した議論が重要だと
7．で述べた。8．では、2016 年 8 月のインタビューの中で気付いた、ス
ウェーデンとフランスにおける家族政策の「論理」の語り方について論じ
ておきたい。
8.1 個人の独立、つながりの尊重
フランスでは、家族手当制度は 1930 年代まで被用者対象の雇用関連シ
ステムだったが、1970 年代には就業という条件すら不要になったことは 6.
で述べた。
14 介護保険のように、育児保険を創設すれば、財源確保がしやすいという主張があ
る（八代 2016）。
だが、土居（2006）によれば、育児保険では高齢者は子をもうけるリスクに直面
しないのに保険料だけ払わされることになり、強制加入の公的保険としては、育児
保険の成立は困難である。むしろ「子育て支援目的税」という形で導入を提案する
方が、論理的にも整合的で健全な議論が可能となる。「保険」といえば聞こえがよ
く、「税」というと聞こえが悪いというだけでは、不誠実である。まやかしの議論
で国民がだまされても何の利益もない。変なレトリックを使って「保険」などとい
うまやかしは止めるべきである。「増税」を叫ぶ勇気の方が大切だという（土居
2006）。
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家族手当制度の選別主義の論理からは対処の難しい、さまざまな社会的
問題に、就業中か否かを問わずに最低所得を上げることで対処しようとし
たものである。その中で、1976 年 6 月 9 日法で「ひとり親手当」が創設
された（Dupeyroux, Borgetto et Lafore 2015 : 694-5）。この創設に関わっ
たのが、2．と 3．で既述の家族高等評議会議長フラゴナールである。「ひ
とり親手当」創設時の状況についてのインタビュー記事の中で、フラゴナー
ルは興味深い視点を明らかにしている。「家族」という単位の重視である。
「『ひとり親手当』の目的は、『家族』のまともな暮らしを支えることだ。
子育て費用の補償や、孤立への対処といった個別の目的ではない。全ての
『家族』は生きるための最低所得を得るべきだ」という趣旨の考えである
（Helfter 2010 : 135）。
家族や「親子関係（parentalité）」を良好な状態に保つのが、家族政策
の最大の目的であるということは、パリ家族手当金庫所長のオーリーも強
調していた15。
以上のように、フランスは、家族や親子関係というつながりを重視する。
少子高齢化に対応して、社会保障システムを維持していくには、将来労
働力となっていく子どもや若者向けの政策を打つ必要があるのは、フラン
スもスウェーデンもまったく同じである。
しかし、スウェーデンとフランスでは、家族政策の必要性を説得する論
理の組み立て方は、大きく違う。スウェーデンの家族・教育政策の発展は、
個人により焦点を当てていくものとして描ける。子どもは、家族から切り
離された独立した個人として、将来働ける労働者として扱われるように
なっていく（大岡 2014）。
だが、フランスでは、スウェーデンとほぼ同じ内容の子どもや若者向け
の政策であっても、子どもが家族から切り離された独立した個人として語
られることは少ない。あくまでも、「家族や親子関係というつながりを良
15 Jean-Louis HAURIE へのインタビュー（2016.8.16）
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好に保つことが必要だ」という語り方を取る。それによって、子どもは増
えるのだし、子どもや若者は能力を伸ばし、将来労働者となって社会保障
システムを支えていく存在になってくれるというわけだ。
つまり、社会の基本単位として語られるのが、スウェーデンでは個人で
あり、フランスでは家族や親子関係というつながりとなる。家族政策の「説
得の論理」は、スウェーデンでは独立した個人の話になり、フランスでは
つながりの話になるのである。
8.2 食事文化・『自殺論』との共通性
スウェーデンの社会学者トルビョーン・ビルトゴールドは、フランスに
留学し、スウェーデンとフランスの食事文化の比較研究を行った16。彼は
2005 年夏から 1 年間、パリの社会科学高等研究院（EHESS）－フランス
国立科学研究センター（CNRS）のエドガール・モラン・センターに籍を
置き、調査を行っている。筆者は、フランス調査の前、2016 年 8 月にス
ウェーデンで彼にインタビューした。
彼が調査でスウェーデン人に「あなたは何のために食事をしますか？」
と聞くと、「自分の健康のためだ」と答え、フランス人に聞くと「家族や
友達と歓談するためだ」と答えたという17。
ここには、家族・教育政策での「説得の論理」の語りの違いと同じ型が
見られる。食事の目的の語りは、スウェーデンでは「自分の健康」という
独立した個人に焦点が当てられ、フランスでは「家族や友達との歓談」と
いうつながりに焦点が当てられる。
これらの語りの違いは、フランスの社会学者デュルケムが『自殺論』で
指摘した、教会というつながりの弱いプロテスタントの多い国や州では自
殺率が高くなるという違いと同じものにみえる。スウェーデンはルター派
16 Torbjörn Bildtgård : Stockholms universitet, Institutionen för socialt arbete.
論文に Bildtgård（2010, 2013）等がある。
17 Torbjörn Bildtgård へのインタビュー（2016.8.13）
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プロテスタントが強く、フランスはカトリックが強い。
デュルケムは『自殺論』で、教義上、プロテスタントもカトリックも全
く同じように、自殺を厳しく禁じていることを確認する。しかし、データ
では、カトリック教徒の多い国や州は、プロテスタントの多い国や州より
自殺率が低い。となると教義内容そのものではない、違うレベルで作用し
ている要因があるはずである。
デュルケムは、教会という集団がもつ社会的結合（つながり）の強さこ
そ、その要因だとした。プロテスタントは、神と人間との間を媒介する教
会の意義を薄め、むしろ一人一人が直接神と直面するよう説いている。そ
の結果、プロテスタントは、教会という集団に統合されなくなる。集団に
よく統合されていないと、自殺しやすいことを、デュルケムは独身者の方
が既婚者より自殺率が高いこと等、さまざまなケースでデータを確認し、
それが一般的に広く当てはまることを主張した（Durkheim [1897] 1960=
1985，高根 1979）18。
家族・教育政策や食事文化において、プロテスタントの強いスウェーデ
ンでは、独立した個人に焦点が当てられ、教会を重視するカトリックの強
いフランスでは、家族や親子や友人というつながりに焦点が当てられる。
両国での語りの違いは、デュルケムが『自殺論』で指摘した自殺率の違い
を生み出す社会の違いと関係があるように、筆者には見える。
インタビューに応じてくれた家族・子ども・女性権利省評議員ルプラン
18 ただし、現代の自殺率は、総数、男性、女性のすべてでフランスのほうがドイツ
より高く、女性の自殺率ではフランスよりスウェーデンが低い(内閣府 2015)。大沢
真理・東京大学社会科学研究所教授のご教示による。記して感謝したい。
これに関連する研究として、Matsubayashi & Ueda（2012）や上田・松林（2015）
がある。上田らによれば、21 か国の約 20 年間にわたる国際比較データを分析した
ところ、福祉政策や所得再分配政策を通じて経済的地位の低い有権者の経済状況の
改善を試みる傾向を持つ政党が政権に就いた場合、人々の生活満足度は高くなり、
また自殺率も低くなる傾向にあったという（上田・松林 2015）。フランスの現代の
自殺率の高さについては、これらの知見にもとづいた更なる国際比較分析が必要と
なろう。
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スも、家族が多いほど税負担の軽減が図れる「『家族除数』（次の 8.3 参照）
はフランスだけにあって、スウェーデンにはない。スウェーデンの制度は
もっと個人主義的だ」と指摘していた。また、世論調査でも家族が一番大
事という結果が常だという19。
それぞれの社会には、それぞれ違う形の説得の「論理」の語り方があり
うることを、フランスとスウェーデンの比較は示している20。
8.3 日本への示唆
ただし、以上に述べたことは、スウェーデンよりも家族を重視するフラ
ンスに日本が似ているだろうという理由で、フランスの制度をそのまま日
本に輸入しようと主張するためではない。
たとえば、森信（2015）によれば、少子化対策の税制としてしばしば提
案されるのは世帯単位税制である。とりわけフランス型の、家族の人数に
応じて税負担額を調整する方式は少子化対策に有効という見解がある。
日本の現行税制は、夫婦別産制度をもとに、個人単位で担税力を捕捉し
課税する。そのうえで、子供の扶養を担税力の減殺要因ととらえ、扶養親
19 Frédérique LEPRINCE へのインタビュー（2016.8.26）
20 ビルトゴールドへのインタビューによると、フランスとスウェーデンでは子育て
をするときにも大きな違いがあったという。彼は 2005 年夏から 1 年間、子どもを
連れてパリに滞在した。フランスにいるときは、彼の子どもがいるだけで自然と地
域の人が集まってきて、子どもに話しかけ、いろんなおしゃべりを始める。同じ年
頃の子どものいる親だけでなく、とにかく人が集まってくるのだという。地域全体
で子どもを育てるという雰囲気があった。スウェーデンでは、そのようなことはあ
まりない。フランスの認定保育ママが普及したのは、このような背景があったから
ではないかというのが、彼の意見であった。
フランスの認定保育ママ制度は、5.3 で述べた 1990 年や 2003 年の制度改革によっ
て、1990 年から 2007 年までにサービス利用者が４倍に増えた（宮本 2011）。ビル
トゴールドがパリに子どもといたのは、2005～2006 年である。彼のいうように、
地域全体で子どもを育てるという雰囲気が予めあったから、認定保育ママ雇用が拡
大したのか、それとも逆に、認定保育ママ雇用が拡大したために、地域全体で子ど
もを育てるという雰囲気ができてきたのか、調査をしていない現時点では分からな
い。今後の研究のヒントのために記しておく。
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族の人数などの世帯構成に応じて税負担能力を調整するという考えに立
ち、扶養控除という所得控除が設けられている。
これに対しフランスでは、N 分 N 乗税制と呼ばれる家族単位の税制を
導入してきた。これが出生率回復に貢献しているという見解がある。日本
にも、フランスの N 分 N 乗方式を導入すべきという主張がある。
N 分 N 乗方式では、世帯単位課税の考え方に基づき、まず夫婦および
扶養子女の所得を合算する。次にこの合計所得を、家族の人数に応じた家
族除数（N）で割った金額を算出し、ここから一定額を控除する。この金
額に税率を適用し税額を計算し、最後に N を乗じ、世帯全体で納めるべ
き税額を算出する。この結果、家族が多いほど適用税率が平均化され税負
担の軽減が図れるので、子供を多く抱える世帯の負担軽減を通じて、少子
化対策に資するといわれる。フランスは、夫婦共同財産制度をとるので、
世帯単位で担税力を把握するこの税制が受け入れられる背景となってい
る。
しかし、N 分 N 乗税制には問題がある。N 分 N 乗方式は、共稼ぎ世帯
よりは片稼ぎ世帯、とりわけ高所得専業主婦世帯に大きな利益が及ぶとい
う所得再分配の問題を引き起こす。
これは「女性が活躍する社会」という目標と整合性がないだけでなく、
国庫に大きな減収をもたらし、財政再建とも矛盾する。さらにこのような
税制は、婚姻に政府（税制）が介入することになるので、税制は個人の生
き方に対して中立的であるべきという哲学の面でも問題がある。
フランス財務省の税制担当者は、フランスにおいても N 分 N 乗税制の
見直しの機運があることを示唆したと森信はいう（森信 2015）。
9．おわりに──仏がシルバー民主主義にならない理由
最後に、フランスがシルバー民主主義にならなかった理由、日本のよう
に高齢者向けの政策が優先され、子ども・若者向けの政策の財源が不足す
ることはなかった理由をあげてみたい。
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第一に、フランスの政治的指導者は、常に出産奨励主義者であった。3．
でみたように、ドイツに対抗して出産を奨励する必要があるという考えは
19 世紀末に遡ることができる。厳しい財政状況の中でも、少子化対策を
充実させようという強い意志は、5.1 の第 2 次世界大戦でドイツ占領下の
ヴィシー政権にも、6.3 の 1980 年代の社会党政権にも一貫して見ることが
できた。
第二に、労使代表が自律的に社会保障基金の資金の出入りを管理するこ
とを基本方針としたことが、社会保険料率の引き上げを後押しした。労使
は自立性を維持するために、可能な限り国家の政策介入を回避しようと、
税などの国家財源ではなく、当事者負担（労使折半ではなく、雇用主が 7
割負担）の保険料で社会保障支出をまかなうことに努めた。CSG が導入
されるまでは、財源不足が生じた際に、労使側が保険料を引き上げること
に比較的積極的に応じたのはそのためであった（小西・嶋田 2014）。
第三に、1991 年に社会保障目的税 CSG が導入されたことが大きい。1994
年には、CSG および付加価値税率の引き上げ、長期キャピタルゲイン優
遇制度の廃止などが行われた。中でも、社会保障目的税 CSG は、導入以
降、既存の個人所得税を上回る税収をもたらす税金にまで発展しただけで
なく、これまでほとんどが社会保障拠出金によって賄われていた社会保障
財源の租税代替化をもたらした。実際、1990 年代以降の税収の増加は、CSG
によってもたらされた部分が大きい。もっとも、CSG の導入は、同額の
社会保障拠出金の引き下げと同時に歳入中立の改革として当初は実施され
た。
しかし、1990 年代後半以降は、CSG の税率の引き上げは、必ずしも同
額の社会保障拠出金の引き下げを伴わなくなった。加えて、1996 年には
CSG と同様の課税ベースを持ち、社会保障基金の債務償還に充てられる
社会保障債務償還拠出金（CRDS）が導入された。こうして、社会保障目
的税は、社会保障拠出金の代替財源から膨張する社会保障支出の財源を保
障する税金へと変化していったのである（小西 2013）。
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図表 13 フランスにおける財政赤字と公的債務の推移（対GDP比、単位：％）
（小西 2013）
以上、フランスがシルバー民主主義にならなかった理由を三つあげた
が、フランスの財政に問題があるのも事実である。
図表 13 のように、フランスの財政赤字は 1980 年代に慢性化し、1990
年代に入って急激に拡大した。1990 年代後半に対 GDP 比で 1％ 程度まで
縮小したものの、2008 年の金融危機以降は 5 年連続でマーストリヒト基
準の 3％ を超えた。公的債務の水準も、財政赤字に連動して断続的に伸び、
とりわけ 1990 年代に入って急激に上昇した。2008 年の金融危機から現在
まで、累積債務はかつてない速さで上昇し、2013 年第 1 四半期には対 GDP
比で 91.1％ に達した。
1990 年から 2012 年までの政府収入の対 GDP 比を見てみると、フラン
スでは 47.09％ から 51.89％ まで 4.8 ポイント上昇した。同期間の OECD
諸国平均は、37.14％ から 36.99％ と 0.15 ポイント減少している。このよ
うに、他の OECD 諸国と比べてもフランスは歳入の増大に積極的に取り
組んできた。一方の政府支出は、フランスでは同期間 49.56％ から 56.40
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％まで 6.84 ポイントも上昇したのに対し、OECD 諸国平均では 40.09％
から 42.49％ まで 2.4 ポイントしか上昇していない。
つまり、世界的に財政再建の必要性が叫ばれるようになった 1990 年代
以降、他の先進諸国では、政府支出の上昇を抑制し、政府収入は対 GDP
比で見て減少するという流れがあった。だが、フランスでは、歳出の抑制
よりも、歳入を増やすことで財政再建を図ろうとした。しかもそれは、相
対的に公的支出の水準が高いフランスで行われたということは特筆すべき
である。2011 年の OECD 諸国では対 GDP 比でデンマークに次いで 2 番
目に高い（小西 2013）。
1．の図表 3 でみたように、2013 年を見ると、フランスは日本と同様に
社会保障費用の約 5 割が高齢者向けだが、子ども等家族向けに日本の倍近
く支出している。財政赤字や公的債務が拡大しつつあるフランスが、この
ように多くの子ども等家族向けの支出を維持できているのは、社会保障目
的税 CSG を導入し、実質的な増税を行ってきたからだろう。
以上のことは、日本の子ども・若者向けの政策の財源不足を補うために
は、増税を検討する必要があることを示唆する。日本では少子高齢化で高
齢者の投票パワーがこれからますます大きくなり、高齢者向けの政策が優
先されがちである。そのような状況の中で、日本の子ども・若者向けの政
策の財源不足を補うために、どのような「論理」で増税の納得を得ていけ
るのか。それを今後の研究課題としたい。
付記
本研究は JSPS 科研費基盤研究（C）JP15K03889 の助成を受けたもので
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